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１．経営戦略策定の趣旨

２．事業概要

［1］事業の現況

　　Ⅰ．給水

　　Ⅱ．施設

事業区分

浄水場

　本町においては、昭和２９年に川湯簡易水道、昭和３０年に上水道認可を受け、その後も給水区域

の拡張と施設整備を進め、現在では弟子屈上水道、川湯簡易水道、美留和簡易水道、屈斜路簡易水道

により各地区へ水道水を供給しています。

　水道事業は地域住民の生活に密接するサービスであることから、安全・安心な水の供給に努め、継

続的に運営していくことが求められています。

　しかしながら、人口減少により給水収益の減収が見込まれる一方、水道施設の老朽化に伴う更新や

基幹管路の耐震化、世界情勢の変化による物価高騰等、水道事業は多くの課題を抱え、経営環境は厳

しさを増していくことが予想されます。

　このような状況の中で、持続可能な水道事業を運営するためには、経営分析や類似団体との比較分

析等により課題を洗い出すとともに、長期的な財政シミュレーションを実施し、中長期的な視野に基

づく計画的な経営及び投資を行い、徹底した業務の効率化・経営の健全化を図る必要があります。

　そのため、本町の水道事業における「投資・財政計画」として、令和２年度から令和１１年度まで

の１０年間の給水収益と維持管理費、建設事業費等に関する費用について財政面の見通しを明らかに

し、現状の経営課題を把握し、必要な改善策を検討、実施をしていくために「弟子屈町水道事業経営

戦略」を策定しましたが、策定後４年を経過し水道事業を取り巻く環境に変化が見られることから、

改定を行いました。

供給開始年月日

法適（全部・財務）
の区分

昭和29年

法適（財務）

計画給水人口 10,278人

現在給水人口

奥春別川、井戸水

弟子屈上水道

管路延長

5,422人

547,183㎥年間有収水量

弟子屈浄水場 配水池数

4,000㎥/日

事業区分 川湯簡易水道

施設能力 施設利用率

約 74.64km

3箇所

施設能力 1,950㎥/日 施設利用率 18.7%

水源 湧水、井戸水 管路延長 約 18.84km

水源

41.6%

事業区分 美留和簡易水道

浄水場 川湯浄水場 配水池数 1箇所

施設能力 355㎥/日 施設利用率 16.1%

水源 サマカリ川 管路延長 約 35.28km

浄水場 屈斜路浄水場 配水池数 1箇所

施設能力 145㎥/日 施設利用率 36.6%

事業区分 屈斜路簡易水道

水源 井戸水 管路延長 約 21.36km

浄水場 美留和浄水場 配水池数 2箇所
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Ⅲ．料金

❐一か月分の料金（税抜き）
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Ⅳ．組織

［２］これまでの主な経営健全化の取組

［３］経営比較分析表を活用した現状分析

　別紙のとおり

臨時用

用途

料金体系の概要
　料金体系は用途別に９種類に区分し、基本水量と超過水量を設定した
従量料金制となっています。
　家庭用の料金については、基本水量を２段階に設定しています。

基本水量 基本料金

㎥あたり

家庭用

特殊営業浴場用

家庭用

一般用

官公庁用

特殊営業用

浴場用

㎥まで

超過料金

－

180 円

200 円

220 円

200 円

180 円

1,340 円

2,820 円

4,100 円

5,200 円

10,350 円

　料金徴収、水質検査業務、量水器検針業務、水道施設維持管理業務、開閉栓業務、漏水

調査業務の民間委託、簡易水道事業と一体的な業務運営による経費削減、料金管理や会計

事務の電算化による業務効率化による人件費の削減に取り組んでいます。

料金改定日（消費税のみの改定は含まない。） 平成9年10月1日

15,550 円

480 円

㎥まで

㎥まで

㎥まで

㎥まで

㎥まで

㎥まで

水道課長

管理係

業務係

10代 40代 50代年齢
構成

60代

0 名 2 名

200 円

－

1,750 円

水道課長補佐

2 名 0 名

　水道課として、水道課長、水道課長補佐、管理係４名、業務係２名の計８名で構成

されています。

　令和４年度より水道施設維持管理業務の民間委託を開始し、組織再編、人員配置の

見直しを行っております。

20代

0 名

30代

4 名

観賞用

年代

人数

560 円㎥あたり －
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３．将来の事業環境

［１］給水人口の予測

❐給水人口の推計

［２］水需要

❐水需要の推計

［３］料金収入

❐水需要の推計

　家庭用の水道利用は集合住宅の建築により利用件数は横ばいですが、給水人口の減少や、節水

意識の定着、節水器具の普及などの要因もあり、年間有収水量（販売水量）は減少傾向が続いて

います。

　業務用では、新規宿泊施設等の建設や新規事業所の開業が見込まれ、使用水量の増加が期待さ

れるところですが、増加量は不透明であり、減少のペースは緩やかになるものの減少傾向は続く

もの推測されます。

　令和１７年度の年間有収水量は令和６年度と比較し13％程度の減と予想しています。

　給水人口の予測については、過去10年間の人口の推移、国立社会保障人口問題研究所の５年毎

の人口推計、国土交通省国土技術政策総合研究所による人口推計ツールにより予測しています。

　人口は毎年2％程度の割合で減少し、令和１７年度の給水人口は4,293人（令和６年度対比△

22.5％）に減少すると見込んでいます。

　近年、料金収入は毎年約1％前後の減収が続いており、特に家庭用の料金収入は給水人口の減

少伴い、約1％～2％の減少が続くと予測しています。業務用については、宿泊施設等の大型施設

の利用増加、新型コロナウイルスの蔓延による利用減少からの回復傾向により、横ばいで推移ま

たは緩やかに減少が続くと予測しています。

　令和１７年度の年間有収水量は令和６年度と比較し11％程度の減と予想しています。
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給水収益の推計［単位：千円］
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［４］施設

❐主要な施設の経年状況

※注1　管路更新費用の試算は国交省のアセットマネジメント簡易ツールv3.0.2を使用

47年

38年

60年

47年

47年

60年

60年

60年

60年

34年

　主要な水道施設の多くは法定耐用年数が未到来ですが、当計画期間中に法定耐用年数が到来す

る施設が複数あります。

　弟子屈町浄水場建屋、川湯浄水場建屋は法定耐用年数が経過、屈斜路浄水場では電気計装設備

の耐用年数が到来し、建屋については耐震化の必要もあることから必要に応じて大規模改修によ

る延命を行い、設備等は予防保全により延命化を行い、更新費用の抑制を図ります。

　取水施設や配水池等においても、施設の状態に応じた利用、改修工事等を行うことで法定耐用

年数を延長して使用し、更新の必要がある場合には将来的な事業規模に応じた適切な規模で更新

を進めることとします。

施設名

令和元年度

取水施設

浄水施設

奥春別川取水井

アメマス川取水井

送水施設

配水施設

電気計装設備

用途

川湯１号深井戸

川湯２号深井戸

美留和２号深井戸

昭和55年度

昭和54年度

平成22年度

摩周配水池

摩周第２配水池

川湯浄水場

美留和浄水場

屈斜路浄水場

平成14年度

昭和47年度

昭和42年度

平成29年度

平成14年度

昭和61年度

平成28年度

昭和47年度

昭和51年度

昭和42年度

昭和46年度

美留和３号深井戸

屈斜路取水井

弟子屈浄水場

川湯浄水場

美留和浄水場

屈斜路浄水場

耐用年数

60年

60年

10年

10年

10年

10年

40年

50年

耐用年数満了年度

令和9年度

令和13年度

平成2年度

平成元年度

令和2年度

令和20年度

設置年度

16年

平成21年度

平成30年度

令和7年度

令和24年度

令和4年度

　管路の総延長は約151kmに及び、この内既に耐用年数が経過している管路が約49km、令和

１７年度までに耐用年数が経過する管路が約85kmに及びます。

　法定耐用年数どおりに更新をした場合、令和２３年度に集中して費用がかかることや、令

和６年度までに布設された管路を更新するためには約141億円の更新費用がかかることから、

管種別ごとの更新時期を設定し法定耐用年数を超えて使用をしつつ、計画的な更新を行うこ

とで更新費用の抑制及び平準化を図ります。

　主要管路については耐震化も同時に進め、災害発生時にも安定して水を供給できるよう管

路の構築を進めていきます。

平成27年度

令和37年度

令和44年度

令和15年度

令和46年度

令和14年度

令和28年度

令和31年度

美留和送水ポンプ室

美留和市街送水ポンプ室

弟子屈配水池

川湯配水池

平成27年度

令和59年度

令和9年度

令和11年度

古丹配水池

弟子屈浄水場 平成19年度

昭和58年度

平成29年度

古丹送水ポンプ室

令和25年度

平成14年度

60年

20年

20年

20年

平成22年度

昭和61年度

平成元年度
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❐水道管路の延長

m m

m m

m m

m m

m m

m m
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m m

m m

m m

m m

m m

m m

m m

m m

［５］組織

　将来的な給水人口は減少見込みですが、給水区域は変わらず、特に水道施設維持業務について

は現場での実務経験により技術を取得するものが多く、サービス水準を維持するためには職員の

育成を図らなけばなりません。

　所属職員は人事異動等により変更となるため、水道事業の運営に必要な知識や技術の継承、人

材の確保等が課題となっていることから、業務の民間委託や民間人材の活用も含め、組織体制の

安定化を図っていきます。

16,066

24,487

110,881

1,743

11,800

33,739

1,560

0

10,954

0

8,582

11,589

0

0

4,803

3,303

20,382

61,085

2,623

0

16,161

403

9,714

12,153

4,994

弟子屈上水道

川湯簡易水道

美留和簡易水道

屈斜路簡易水道

事業区分

8,046

総延長

0

31,769

合計

導水管

送水管

配水管

導水管

送水管

配水管

導水管

送水管

配水管

導水管

送水管

配水管

導水管

送水管

配水管

6%

9%

－

6%

100%

6%

4%

0%

－

10%

23%

30%

うち令和17年度
までに耐用年数
が経過する延長

14,773

50,798

耐震化率

32%

6%

10%
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４．経営方針

　Ⅰ．安全な水道水の供給

　Ⅱ．水道施設の更新と災害対策

　Ⅲ．環境への配慮

　Ⅳ．経営

　本町の水道事業の生い立ち、現状施設状況、経営状況、管理体制、ならびに弟子屈町総

合計画における水道の目標を踏まえ、町民生活の基盤である水道事業が目指すべき基本理

念として、以下の４つを経営方針とします。

　水源の保全、原水・配水水質の管理、管理体制の強化により、快適に使用できる安全

な水の供給に努めます。

　施設の建設、更新、耐震化を行うとともに、災害時においても応急給水を可能とする

機能を整備し、いつでも使えるような施設の整備を図ります。

　コストの縮減、業務の効率化、水道料金の適正化を図り、経営基盤を強化します。民

間委託の検討、技術の継承、組織の見直しを行い将来も変わらず安定した事業運営に努

めます。

　省エネルギー化や資源のリサイクルに努めるとともに、環境に配慮した事業を推進

し、環境への負荷を低減できる水道を構築します。
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５．投資・財政計画（収支計画）未反映の取組や、今後検討予定の取組概要

［１］投資についての検討状況等

［２］財源についての検討状況

財源の確保

　近年は、人口減少に伴う事業規模の縮小により、料金回収率

が100％を下回り、将来的な事業運営への影響が懸念されま

す。経営基盤の安定化や将来的な投資の財源の確保に向け、他

会計からの適正な負担金収入の確保、水道料金の改定による資

金の確保及び料金回収率の改善をする必要があります。特に水

道料金の改定時期ついては、民間等による大規模な開発が複数

計画されており、その進捗や給水収益への反映も考慮して判断

する必要があります。

　人口減少に伴い料金収入も減少傾向が続く見込みで、令和１

２年度頃から収支が赤字となる予測であることから、当該年度

に水道料金の値上げ行い収支均衡を図るものとして、財政計画

を作成しています。

　値上にあたっては、水道施設の更新費用と水道利用状況を踏

まえ、用途毎に値上げ率を検討する等、町民の費用負担の在り

方と適切な料金水準の検討も進めていくものとします。

料金

　人口減少を主な理由に、水需要は減少が続くと見込まれま

す。人口密度が低い地域の老朽管更新においては、口径や延長

の縮小、更新時期の延伸も視野に入れ更新対象管路の検討を行

い、同時に経営状況に応じ、経済性に優れた管に入れ替えるこ

とで、更新費用の合理化を図ります。

　浄水施設や配水施設の更新にあたっては、区域ごとの給水人

口や水需要に合わせた規模の施設に更新または統廃合を行うも

のとし、機械設備等においても同様に適正な性能の検証を行

い、更新費用に加え維持管理費の抑制も図ります。

　水道施設の更新は計画的に行い、施設維持は予防保全により

最大限長寿命化に取り組むことで、法定耐用年数を超えて施設

を使用し、更新費用の抑制及び費用の平準化を図ります。

浄水場等においては、日常的な点検及び定期的な部品交換等に

より、事故の予防に努めるとともに長寿命化を図ります。

　

　近隣町村との事務共同化の協議、民間資金の活用による業務
委託等、事務効率化に向けて検討を進めていきます。

　施設・設備の廃止、
　統合、合理化
　（ダウンサイジング）
　（スペックダウン）

　施設・設備の長寿命化
　等の投資の平準化

広域化・民間資金の活用
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［３］投資以外の経費についての検討状況等

企業債

繰入金

資産の有効活用に
よる収入増加の取組

　水道施設更新等の際には、地方交付税が措置される起債を可
能な限り活用し、世代間の費用負担の平準化と負担軽減を図り
ます。
　ただし、企業債残高が増加すると事業運営に影響を及ぼすた
め、将来負担を考慮した借入条件と借入額によるものとしま
す。

　

　町の政策により整備した水道に係る整備費用と、起債元利償

還金に係る地方交付税措置分を繰入金として受けています。

　水道事業会計職員は他会計の業務も兼務していることから、

人件費やシステム利用に係る費用も基準外操出金として受ける

ことで適正な費用負担と財源確保を行っています。

　水道事業会計で所有している職員住宅を貸付し、その収入を

得ています。

　その他の遊休資産の貸付希望や売却希望がある場合は、有効

活用または処分に向け積極的に検討を行います。

　検針業務、料金徴収業務、水質検査業務、開閉栓・漏水調査業務、水道施

設維持管理業務等を委託しています。今後は会計業務の委託や検針業務の隔

月化やスマートメーターによる検針業務効率化等も検討していきます。

　修繕必要箇所が発生した場合は、早期修繕を行うことで損害を最低限に抑

え、修繕費用を抑制します。

　多額の修繕費が必要となる場合は、修繕費と修繕による延命効果のバラン

スを検証し、状況に応じ修繕または更新等、最も効率的と考えられる対応を

行います。

　社会情勢の変化による物価高騰を背景に、電気料は増加傾向にあります。
漏水の早期復旧による有収率の向上や省エネ型設備の導入による電力使用量
の削減に努めます。
　財政計画では、今後も社会情勢が物価高騰の影響を及ぼすものとして試算
しています。

　現在、５名の職員が配置されておりますが、他会計業務も並行して行って

いることから、既に最小限の人員配置となっています。

　更なる人員削減は事業運営に支障をきたす恐れがあることから、配属され

た職員は人事評価制度等を活用した能力向上に励み、業務効率と職員給与費

における費用対効果の向上を図ります。

委託料

修繕費

動力費

職員給与費
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６．投資・財政計画

［１］更新投資の検討

［２］更新計画

　法定耐用年数が経過している管路の延長は増加傾向にあります。

　これは近年の投資規模では更新が追い付いていないためですが、更新に要する費用も増加

傾向であることから、全ての管路を法定耐用年数を以って更新することは困難です。

　更新対象とする管路の選定にあたっては、主要管路であるか否か、病院・学校等の重要施

設の有無、設置年度、管の素材別、漏水事故等の発生頻度など複数の要因から優先順位を判

断し、費用の平準化を図りつつ、更新を進めることとします。

　今後５年間で耐用年数を経過する管路は20km以上に及び更新費用も総額10億円以上とな

ることが見込まれます。

　当面は主要管路、病院、学校、配水に支障がある区域、漏水件数が多い区域に関わる管路

を中心に耐震管での更新を行います。

　更新費用平準化による経営の安定化を図るためにも、年間4,000万円～5,000万円程度の

規模で、耐用年数以外の要素も含め、状況に応じて更新を進めて行きます。

　同時に事故発生時等に柔軟に配水経路の切り替えを行うためにも、布設替えや新設による

管路網の整備も進め、管路以外の施設も定期的な点検や整備の状況、結果を踏まえ、必要に

応じ更新を行うこととします。

　❐各地域で優先的な整備の検討が必要な管路

　管路以外の浄水及び配水に要する機械設備や電気計装設備等については、設備毎の耐用年

数である15年から25年の間隔で更新を行う計画としています。

　これは浄水及び配水に要する設備の故障は、水質の低下や浄配水量の低下に繋がり、水道

水の供給に直接影響するためですが、経営の合理化を図るために、定期的なメンテナンスや

早期修繕により設備の損耗度や適正な更新時期の把握に努め、水道水の安定供給に支障が生

じない範囲で設備の延命を図ることとします。

　今後１０年間で機械設備・電気計装設備を耐用で更新をすると想定した場合、更新費用は

約２億円となることが見込まれます。

川湯駅前

弟子屈市街 川湯市街
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［３］投資・財政計画

　Ⅰ.計画期間における財政計画

　財政計画は、毎年度、人件費は0.5％、各経費は3年平均額が0.5％上昇するものとし、

以下の３パターンで10年間の推計を行っています。

　　①令和１２年度・令和１５年度に料金改定（上昇率各２０％）を行った場合

　　②令和１２年度に料金改定（上昇率２０％）を行った場合

　　③料金改定を行わなかった場合

　Ⅱ.長期（30年間）財政計画

　計画期間における推計に加え、①の推計をベースに３０年間の長期計画を作成して

います。

　この長期計画では、30年後においても収支均衡を保つことを目標に、令和21年度に

おいて、更に料金改定（上昇率20％）を行っています。

　Ⅲ.投資計画

　投資計画は、下記の資産の定量、定期での更新を想定し、企業債の借り入れ条件は、

将来の金利の想定が困難であることから、一律年利３％、半年賦元金均等償還で試算

しています。

　　①管路

　　②機械設備

　　③電気計装設備

　Ⅳ.大規模投資

７．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　本計画は定期的に見直し行うこととします。

　計画と収支決算の比較や、経営指標を活用した分析を行い、課題の把握や解決策の検討

を行い、計画の修正等を行います。

※管路・浄水場・配水池の更新の試算には国土交通省が公表している、
　　▪水道事業の再構築に関する施設更新費用算定の手引き（令和7年3月版）
　　▪アセットマネジメント簡易試算ツールVer3.0.2
　を使用しています。

　現時点で具体的な計画はありませんが、将来的には弟子屈浄水場及び配水池の更新につい
ても検討が必要であることから、費用の試算を行った結果、浄水場（処理能力 1,500㎥/
日）で約20億円、配水池（RC造 150㎥×2池）で1億5千万円となりました。
　ただし、試算は標準的な施工条件が前提であることから、地形、地盤、水質、設備構成等
の詳細な条件により、試算結果を上回ることが想定されます。
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別紙

（税抜き）

1. (A) 162,739 164,732 163,383 162,266 161,154 160,125 182,055 180,781 179,532 200,598 199,147 197,713

(1) 122,106 121,300 119,676 118,479 117,294 116,121 137,952 136,572 135,206 156,164 154,602 153,056

(2) 40,633 43,432 43,707 43,787 43,860 44,004 44,103 44,209 44,326 44,434 44,545 44,657

2. 19,814 20,277 24,220 23,452 22,855 22,612 21,992 21,316 20,925 20,304 22,159 21,548

(1) (B) 2,731 2,609 6,856 6,788 6,983 7,380 6,867 6,889 6,818 6,253 7,158 6,978

他会計繰入金 2,731 2,609 6,856 6,788 6,983 7,380 6,867 6,889 6,818 6,253 7,158 6,978

その他補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 16,491 17,534 17,116 16,339 15,636 14,962 14,848 14,166 13,838 13,782 14,735 14,302

(3) 592 134 248 325 236 270 277 261 269 269 266 268

(C) 182,553 185,009 187,603 185,718 184,009 182,737 204,047 202,097 200,457 220,902 221,306 219,261

1. 173,385 177,689 179,695 174,482 175,344 172,229 174,168 178,125 180,694 189,794 191,024 193,527

(1) 41,220 42,735 42,587 42,799 43,012 43,226 43,442 43,658 43,876 44,094 44,314 44,534

基本給 20,218 21,338 21,482 21,589 21,696 21,804 21,913 22,022 22,132 22,242 22,353 22,464

その他 21,002 21,397 21,105 21,210 21,316 21,422 21,529 21,636 21,744 21,852 21,961 22,070

(2) 49,804 55,107 62,055 58,446 58,829 60,076 59,412 59,736 60,040 60,028 60,234 60,401

動力費 8,137 8,269 8,251 8,260 8,301 8,312 8,333 8,357 8,376 8,397 8,418 8,439

修繕費 4,104 3,781 5,492 4,481 4,608 4,885 4,681 4,748 4,795 4,765 4,793 4,808

材料費 246 202 873 443 508 611 523 550 564 549 557 560

薬品費 994 1,376 1,630 1,400 1,476 1,510 1,469 1,492 1,498 1,494 1,502 1,505

委託費 28,484 31,962 36,277 34,290 34,347 35,146 34,768 34,927 35,122 35,114 35,230 35,331

その他 7,839 9,517 9,532 9,572 9,588 9,612 9,639 9,661 9,685 9,710 9,734 9,758

(4) 76,147 76,080 72,191 71,299 69,924 67,651 70,076 70,402 70,144 78,447 83,189 82,224

(5) 6,214 3,767 2,862 1,938 3,579 1,276 1,238 4,329 6,634 7,225 3,287 6,368

2. 7,266 7,333 8,752 9,074 9,511 10,459 10,828 11,373 11,907 15,499 18,907 18,730

(1) 6,992 7,313 8,732 8,924 9,361 10,309 10,678 11,223 11,757 15,349 18,757 18,580

(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 274 20 20 150 150 150 150 150 150 150 150 150

(4) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 180,651 185,022 188,447 183,556 184,855 182,688 184,996 189,498 192,601 205,293 209,931 212,257

(E) 1,902 -13 -844 2,162 -845 49 19,051 12,599 7,856 15,609 11,374 7,004

(F) 922 1,229 1,566 2,173 2,385 1,886 1,197 1,035 1,391 1,354 1,340 1,503

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F)-(G) (H) 922 1,229 1,566 2,173 2,385 1,886 1,197 1,035 1,391 1,354 1,340 1,503

(E)+(H) 2,824 1,216 722 4,335 1,540 1,935 20,248 13,634 9,247 16,963 12,714 8,507

(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財 政 計 画 〖 収 益 的 収 支 〗

①令和12年度・令和15年度に料金改定（各20％）

R10年度 R17年度R6年度 R7年度 R8年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度R9年度
年　度

区　分

人件費

経費

料金収入

その他

補助金
収
　
　
入

支
　
　
出

収
　
益
　
的
　
収
　
支

経常損益 (C)-(D)

計

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

当年度純利益（又は純損失）

繰越利益剰余金又は累積欠損金

計

長期前受金

予備費

繰延勘定償却

その他

営業外費用

営業費用

支払利息

営業外収益

営業収益

減価償却費

資産減耗費

その他
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別紙

（税抜き）

1. (A) 162,739 164,732 163,383 162,266 161,154 160,125 182,055 180,781 179,532 178,289 177,061 175,848

(1) 122,106 121,300 119,676 118,479 117,294 116,121 137,952 136,572 135,206 133,855 132,516 131,191

(2) 40,633 43,432 43,707 43,787 43,860 44,004 44,103 44,209 44,326 44,434 44,545 44,657

2. 19,814 20,277 24,220 23,452 22,855 22,612 21,992 21,316 20,925 20,304 22,159 21,548

(1) (B) 2,731 2,609 6,856 6,788 6,983 7,380 6,867 6,889 6,818 6,253 7,158 6,978

他会計繰入金 2,731 2,609 6,856 6,788 6,983 7,380 6,867 6,889 6,818 6,253 7,158 6,978

その他補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 16,491 17,534 17,116 16,339 15,636 14,962 14,848 14,166 13,838 13,782 14,735 14,302

(3) 592 134 248 325 236 270 277 261 269 269 266 268

(C) 182,553 185,009 187,603 185,718 184,009 182,737 204,047 202,097 200,457 198,593 199,220 197,396

1. 173,385 177,689 179,695 174,482 175,344 172,229 174,168 178,125 180,694 189,794 191,024 193,527

(1) 41,220 42,735 42,587 42,799 43,012 43,226 43,442 43,658 43,876 44,094 44,314 44,534

基本給 20,218 21,338 21,482 21,589 21,696 21,804 21,913 22,022 22,132 22,242 22,353 22,464

その他 21,002 21,397 21,105 21,210 21,316 21,422 21,529 21,636 21,744 21,852 21,961 22,070

(2) 49,804 55,107 62,055 58,446 58,829 60,076 59,412 59,736 60,040 60,028 60,234 60,401

動力費 8,137 8,269 8,251 8,260 8,301 8,312 8,333 8,357 8,376 8,397 8,418 8,439

修繕費 4,104 3,781 5,492 4,481 4,608 4,885 4,681 4,748 4,795 4,765 4,793 4,808

材料費 246 202 873 443 508 611 523 550 564 549 557 560

薬品費 994 1,376 1,630 1,400 1,476 1,510 1,469 1,492 1,498 1,494 1,502 1,505

委託費 28,484 31,962 36,277 34,290 34,347 35,146 34,768 34,927 35,122 35,114 35,230 35,331

その他 7,839 9,517 9,532 9,572 9,588 9,612 9,639 9,661 9,685 9,710 9,734 9,758

(4) 76,147 76,080 72,191 71,299 69,924 67,651 70,076 70,402 70,144 78,447 83,189 82,224

(5) 6,214 3,767 2,862 1,938 3,579 1,276 1,238 4,329 6,634 7,225 3,287 6,368

2. 7,266 7,333 8,752 9,074 9,511 10,459 10,828 11,373 11,907 15,499 18,907 18,730

(1) 6,992 7,313 8,732 8,924 9,361 10,309 10,678 11,223 11,757 15,349 18,757 18,580

(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 274 20 20 150 150 150 150 150 150 150 150 150

(4) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 180,651 185,022 188,447 183,556 184,855 182,688 184,996 189,498 192,601 205,293 209,931 212,257

(E) 1,902 -13 -844 2,162 -845 49 19,051 12,599 7,856 -6,700 -10,712 -14,861

(F) 922 1,229 1,566 2,173 2,385 1,886 1,197 1,035 1,391 1,354 1,340 1,503

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F)-(G) (H) 922 1,229 1,566 2,173 2,385 1,886 1,197 1,035 1,391 1,354 1,340 1,503

(E)+(H) 2,824 1,216 722 4,335 1,540 1,935 20,248 13,634 9,247 -5,346 -9,372 -13,358

(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財 政 計 画 〖 収 益 的 収 支 〗

②令和12年度に料金改定（各20％）
年　度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
　
　
入

営業収益

料金収入

繰延勘定償却

その他

その他

営業外収益

補助金

長期前受金

その他

計

R14年度 R15年度 R16年度 R17年度
区　分

R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度R6年度 R7年度

当年度純利益（又は純損失）

繰越利益剰余金又は累積欠損金

予備費

計

経常損益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

支
　
　
出

営業費用

人件費

経費

減価償却費

資産減耗費

営業外費用

支払利息
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別紙

（税抜き）

1. (A) 162,739 164,732 163,383 162,266 161,154 160,125 159,063 158,019 156,998 155,980 154,975 153,983

(1) 122,106 121,300 119,676 118,479 117,294 116,121 114,960 113,810 112,672 111,546 110,430 109,326

(2) 40,633 43,432 43,707 43,787 43,860 44,004 44,103 44,209 44,326 44,434 44,545 44,657

2. 19,814 20,277 24,220 23,452 22,855 22,612 21,992 21,316 20,925 20,304 22,159 21,548

(1) (B) 2,731 2,609 6,856 6,788 6,983 7,380 6,867 6,889 6,818 6,253 7,158 6,978

他会計繰入金 2,731 2,609 6,856 6,788 6,983 7,380 6,867 6,889 6,818 6,253 7,158 6,978

その他補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 16,491 17,534 17,116 16,339 15,636 14,962 14,848 14,166 13,838 13,782 14,735 14,302

(3) 592 134 248 325 236 270 277 261 269 269 266 268

(C) 182,553 185,009 187,603 185,718 184,009 182,737 181,055 179,335 177,923 176,284 177,134 175,531

1. 173,385 177,689 179,695 174,482 175,344 172,229 174,168 178,125 180,694 189,794 191,024 193,527

(1) 41,220 42,735 42,587 42,799 43,012 43,226 43,442 43,658 43,876 44,094 44,314 44,534

基本給 20,218 21,338 21,482 21,589 21,696 21,804 21,913 22,022 22,132 22,242 22,353 22,464

その他 21,002 21,397 21,105 21,210 21,316 21,422 21,529 21,636 21,744 21,852 21,961 22,070

(2) 49,804 55,107 62,055 58,446 58,829 60,076 59,412 59,736 60,040 60,028 60,234 60,401

動力費 8,137 8,269 8,251 8,260 8,301 8,312 8,333 8,357 8,376 8,397 8,418 8,439

修繕費 4,104 3,781 5,492 4,481 4,608 4,885 4,681 4,748 4,795 4,765 4,793 4,808

材料費 246 202 873 443 508 611 523 550 564 549 557 560

薬品費 994 1,376 1,630 1,400 1,476 1,510 1,469 1,492 1,498 1,494 1,502 1,505

委託費 28,484 31,962 36,277 34,290 34,347 35,146 34,768 34,927 35,122 35,114 35,230 35,331

その他 7,839 9,517 9,532 9,572 9,588 9,612 9,639 9,661 9,685 9,710 9,734 9,758

(4) 76,147 76,080 72,191 71,299 69,924 67,651 70,076 70,402 70,144 78,447 83,189 82,224

(5) 6,214 3,767 2,862 1,938 3,579 1,276 1,238 4,329 6,634 7,225 3,287 6,368

2. 7,266 7,333 8,752 9,074 9,511 10,459 10,828 11,373 11,907 15,499 18,907 18,730

(1) 6,992 7,313 8,732 8,924 9,361 10,309 10,678 11,223 11,757 15,349 18,757 18,580

(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 274 20 20 150 150 150 150 150 150 150 150 150

(4) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 180,651 185,022 188,447 183,556 184,855 182,688 184,996 189,498 192,601 205,293 209,931 212,257

(E) 1,902 -13 -844 2,162 -845 49 -3,941 -10,163 -14,678 -29,009 -32,798 -36,726

(F) 922 1,229 1,566 2,173 2,385 1,886 1,197 1,035 1,391 1,354 1,340 1,503

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F)-(G) (H) 922 1,229 1,566 2,173 2,385 1,886 1,197 1,035 1,391 1,354 1,340 1,503

(E)+(H) 2,824 1,216 722 4,335 1,540 1,935 -2,744 -9,128 -13,287 -27,655 -31,458 -35,223

(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財 政 計 画 〖 収 益 的 収 支 〗

③料金改定無し
年　度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
　
　
入

営業収益

料金収入

繰延勘定償却

その他

その他

営業外収益

補助金

長期前受金

その他

計

R14年度 R15年度 R16年度 R17年度
区　分

R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度R6年度 R7年度

当年度純利益（又は純損失）

繰越利益剰余金又は累積欠損金

予備費

計

経常損益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

支
　
　
出

営業費用

人件費

経費

減価償却費

資産減耗費

営業外費用

支払利息
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

①令和12年度・令和15年度に料金改定（各20％）

純利益（純損失） 料金収入 経常経費 減価償却費 支払利息

△ 40,000

△ 20,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

②令和12年度に料金改定（20％）

純利益（純損失） 料金収入 経常経費 減価償却費 支払利息

△ 60,000

△ 40,000

△ 20,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

③料金改定無し

純利益（純損失） 料金収入 経常経費 減価償却費 支払利息

料金改定

①(20%)

料金改定

②(20%)

料金改定(20%)

単位：千円

単位：千円

単位：千円
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別紙

（税込み）

1. 59,600 58,600 51,800 49,500 74,500 44,500 52,000 51,700 187,400 181,900 41,300 45,800

2. 19,483 20,918 22,957 24,166 22,962 23,675 19,766 16,638 16,446 13,535 18,785 17,888

3. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 79,083 79,518 74,757 73,666 97,462 68,175 71,766 68,338 203,846 195,435 60,085 63,688

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 79,083 79,518 74,757 73,666 97,462 68,175 71,766 68,338 203,846 195,435 60,085 63,688

1. 96,883 88,785 96,854 64,939 104,600 87,023 67,239 58,670 211,683 219,268 67,304 61,164

2. 60,563 63,261 66,707 69,525 66,899 68,310 60,744 54,977 54,088 63,578 72,802 72,017

3. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 157,446 152,046 163,561 134,464 171,499 155,333 127,983 113,647 265,771 282,846 140,106 133,181

(E) 78,363 72,528 88,804 60,798 74,037 87,158 56,217 45,309 61,925 87,411 80,021 69,493

1. 70,864 65,928 80,800 54,102 65,177 80,961 49,693 39,097 43,394 69,645 73,295 62,953

2. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4. 7,499 6,600 8,004 6,696 8,860 6,197 6,524 6,212 18,531 17,766 6,726 6,540

5. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 78,363 72,528 88,804 60,798 74,037 87,158 56,217 45,309 61,925 87,411 80,021 69,493

(E)-(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他会計繰入金

43,119 45,318 50,421 50,425 50,693 51,234 50,820 50,948 50,994 50,537 51,553 51,485

1,948 1,690 5,571 5,170 5,019 4,832 4,775 4,685 4,606 4,066 4,459 4,389

41,171 43,628 44,850 45,255 45,674 46,402 46,045 46,263 46,388 46,471 47,094 47,096

19,483 20,918 22,957 24,166 22,962 23,675 19,766 16,638 16,446 13,535 18,785 17,888

19,483 20,918 22,957 24,166 22,962 23,675 19,766 16,638 16,446 13,535 18,785 17,888

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

62,602 66,236 73,378 74,591 73,655 74,909 70,586 67,586 67,440 64,072 70,338 69,373

R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度

資本的収入額が資本的支出額
に不足する額  (D) - (C)あ  あ

補
て
ん
財
源

補てん財源不足額

収
　
　
入

計

支
　
　
出

計

消費税調整額

企業債償還金

他会計長期借入金償還金

建設改良費

計

(A)のうち翌年度へ繰り越
される支出の財源充当額

他会計への支出金

その他

R16年度 R17年度

収 益 的 収 支 分

年　度
区　分

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

投 資 計 画 〖 資 本 的 収 支 〗

R16年度R6年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度R8年度 R9年度 R17年度

企業債

年　度
区　分

資
本
的
収
支

他会計補助金

国庫補助金

道費補助金

固定資産売却代金

負担金

その他

補償金

純 計 (A) - (B)

R15年度R10年度R7年度

合 計

うち基準内繰入金

損益勘定留保資金

利益剰余金処分額

繰越工事資金

その他

うち基準内繰入金

うち基準外繰入金

資 本 的 収 支 分

うち基準外繰入金
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ⅰ. 30年間、収支均衡（黒字）を保つ

ⅱ. 給水人口は毎年度0.5％～1％の減少

ⅲ. 経常経費は毎年度0.3％～0.5％の上昇

ⅳ. 機械設備・電気計装設備の更新は耐用年数により更新を行う

ⅴ. 管路は定量的に更新し費用の平準化を行う

ⅵ. 資本的支出の財源に可能な限り公営企業債を充当する

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

長期財政計画（３０年間）

純利益（純損失） 料金収入 経常経費 減価償却 支払利息

料金改定

①(20%)

料金改定

③(20%)

料金改定

②(20%)

単位：千円

試算条件
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